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監査の結果により講じた措置について（公表） 

 

 地方自治法第１９９条第１２項の規定により、監査の結果に基づき措置を講じた旨の通

知がありましたので、次のとおり公表します。 

 

記 

 

１ 監査実施対象課 

  学校教育部 教育指導課 

２ 監査実施日 

  平成３０年２月２１日 

３ 監査結果の公表日 

  平成３０年３月２９日（平塚市監査委員公表第６号） 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果 措置の内容 

（指摘事項） 

（１） 契約事務において、委託料の執行にあた

り平塚市契約規則で定める契約書を省略

できる場合に該当しないのにかかわらず

契約書を作成せず請書により行っていた

ものがあったので、平塚市契約規則に則り

事務処理の方法を再度確認し、今後の事務

の執行にあたり適正な措置を講じられた

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 契約書が未作成のものについては、契約 

   規則の適用にあたり、条文の解釈を誤って 

いたことが原因であり、再確認により平成 

30 年度から契約書を作成することといた 

しました。 

今後は、契約規則の適用については、契 

   約検査課への確認作業も含め、適正な事務 

   処理を図るように努めます。 



（要望事項） 

（１）  英語教育については、外国人英語指導

者の学校訪問事業や英語教育推進事業に

おける英語検定奨励費補助金等を通し

て、外国の言語や文化に対する理解を深

めるために効果的な取り組みを工夫され

ている。しかし英語教育の充実は児童生

徒の可能性を更に広げる重要な事項であ

るため、直接的な成果だけでなく将来的

な成果を見据え今後一層事業の有効性を

高められたい。 

 

（１） 「コミュニケーションとは表面的な言

葉のやりとりではなく、意味のやりとり、

気持ちを分かち合うことが重要である」と

いう平塚市の基本的な考えに基づいた授

業づくりを教員がしていけるような支援

を教育指導課として進めて参ります。 

小学校では、「講師による訪問研修」「サ 

マー研修」等の研修の更なる充実を図り、 

教員の指導力向上を目指します。また、小 

学校での「英語に対する興味・関心」「コ 

ミュニケーション能力」といった学習の成

果が、中学校に円滑に接続されるように、

小中の学びの連携を図って参ります。 

 

 

１ 監査実施対象課 

  都市整備部 都市整備課 

２ 監査実施日 

  平成３０年２月２１日 

３ 監査結果の公表日 

  平成３０年３月２９日（平塚市監査委員公表第６号） 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果 措置の内容 

（指摘事項） 

（１）  収入事務においては、国庫支出金では

調定伝票を作成していなかった。また市

有土地貸付料では、平成２８年度収入分

に係る過誤納金を平成２９年度の歳出予

算ではなく歳入予算から還付した誤りが

あり、見附台広場の利用料について要領

に従い利用申請の承諾後に調定伝票及び

納付書を作成し収納すべきところを、収

納後に承諾を行った誤りがあった。平塚

市財務規則等に則り事務処理の方法を再

度確認し、今後の事務の執行にあたり適

正な措置を講じられたい。 

 

 

（１）  国庫支出金にかかる調定伝票を作成し

ていなかったことについては、市財務規

則等に則り、事務処理の方法を再度確認

しました。今後は国の交付決定後、速や

かに調定伝票を作成します。 

市有土地貸付料における誤りについて

は、必要な振り替えを行い対応しました。

地方自治法施行令に基づくよう事務手続

きを見直し、再発防止に努めます。 

また、見附台広場の使用料については、

使用申請の承諾後に収納を行うよう徹底

します。 

 

 

 



１ 監査実施対象課 

  都市整備部 総合公園課 

２ 監査実施日 

  平成３０年２月２１日 

３ 監査結果の公表日 

  平成３０年３月２９日（平塚市監査委員公表第６号） 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果 措置の内容 

（指摘事項） 

（１） 収入事務においては、平塚球場・競技場・

総合体育館等使用料について還付に伴う調

定の減額更正をしておらず、また誤作成した

調定伝票の取り消しもしていなかった。 

歳出事務においては、平塚市財務規則に

定められた会計管理者への合議が漏れて

いた。 

契約事務については、随意契約により物

品の修繕及び物件の借入れを行った際に

平塚市契約規則に定める条項の適用誤り

があった。 

平塚市財務規則等に則り事務の方法を

再度確認し、今後の事務の執行にあたり適

正な措置を講じられたい。 

 

（１） 還付に伴う調定の減額更正については１

か月毎に、調定伝票の取り消しについては

その都度処理を行うよう事務の見直しを

行いました。 

    会計管理者への合議については財務規

則を再確認し、3,000 万円を超える契約に

ついて必ず手続きを行うよう周知徹底を

しました。 

    随意契約の条項適用誤りについては、財

務会計システムの参照起票機能の使用に

よる確認不足が原因となっていたため、案

件ごとに条項を再確認し作成するように

しました。 

 

 

 以  上 


